
付 議 第 ５ 号

高知県教育委員会公文書管理規程議案

高知県教育委員会公文書管理規程を別紙のとおり制定することについて、議決

を求めます。

高知県教育委員会事務委任規則

第２条 教育委員会は、次に掲げる事務を除き、その権限に属する事務を教育長に委任する。

(３) 規則及び訓令を制定し、又は改廃すること。
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教 育 委 員 会 訓 令
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高 知 県 教 育 委 員 会 訓 令 第 号

教 育 委 員 会 事 務 局

各 教 育 機 関

高 知 県 教 育 委 員 会 公 文 書 管 理 規 程 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 ２ 年 月 日

高 知 県 教 育 長 伊 藤 博 明

高 知 県 教 育 委 員 会 公 文 書 管 理 規 程

（ 趣 旨 ）

第 １ 条 こ の 規 程 は 、 高 知 県 公 文 書 等 の 管 理 に 関 す る 条 例 （ 令 和

元 年 高 知 県 条 例 第 １ 号 。 第 10 条 を 除 き 、 以 下 「 条 例 」 と い

う 。 ） 第 14条 第 １ 項 の 規 定 に 基 づ き 、 高 知 県 教 育 委 員 会 （ 以 下

「 教 育 委 員 会 」 と い う 。 ） に お け る 公 文 書 の 管 理 に 関 し 必 要 な

事 項 を 定 め る も の と す る 。

（ 定 義 ）

第 ２ 条 こ の 規 程 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、 そ

れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

(１ ) 公 文 書 教 育 委 員 会 の 職 員 が 職 務 上 作 成 し 、 又 は 取 得 し

た 文 書 （ 図 画 及 び 電 磁 的 記 録 （ 電 子 的 方 式 、 磁 気 的 方 式 そ の

他 人 の 知 覚 に よ っ て は 認 識 す る こ と が で き な い 方 式 で 作 ら れ

た 記 録 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） で あ っ

て 、 教 育 委 員 会 の 職 員 が 組 織 的 に 用 い る も の と し て 、 教 育 委

員 会 が 保 有 し て い る も の を い う 。 た だ し 、 条 例 第 ２ 条 第 ２ 項

各 号 に 掲 げ る も の を 除 く 。

(２ ) 電 子 公 文 書 公 文 書 の う ち 電 磁 的 記 録 で あ っ て 、 電 子 計

算 機 に よ る 情 報 処 理 の 用 に 供 さ れ る も の を い う 。

(３ ) 公 文 書 フ ァ イ ル 等 教 育 委 員 会 に お け る 能 率 的 な 事 務 又

は 事 業 の 処 理 及 び 公 文 書 の 適 切 な 保 存 に 資 す る よ う 、 相 互 に

密 接 な 関 連 を 有 す る 公 文 書 （ 保 存 期 間 を 同 じ く す る こ と が 適

当 で あ る も の に 限 る 。 ） を 一 の 集 合 物 に ま と め た も の 及 び 単

独 で 管 理 し て い る 公 文 書 を い う 。

(４ ) 公 文 書 フ ァ イ ル 管 理 簿 教 育 委 員 会 に お け る 公 文 書 フ ァ

イ ル 等 の 管 理 を 適 切 に 行 う た め に 、 公 文 書 フ ァ イ ル 等 の 分

類 、 名 称 、 保 存 期 間 、 保 存 期 間 の 満 了 す る 日 、 保 存 期 間 が 満

了 し た と き の 措 置 及 び 保 存 場 所 そ の 他 の 必 要 な 事 項 を 記 載 し

た 帳 簿 を い う 。

(５ ) 文 書 情 報 シ ス テ ム 電 子 計 算 機 を 用 い て 公 文 書 の 起 案 、

保 管 、 廃 棄 等 を 行 う た め の プ ロ グ ラ ム を い う 。

(６ ) 本 局 高 知 県 教 育 委 員 会 行 政 組 織 規 則 （ 昭 和 43年 高 知 県

教 育 委 員 会 規 則 第 ６ 号 。 以 下 「 組 織 規 則 」 と い う 。 ） 第 ３ 条

第 ２ 号 に 規 定 す る 課 を 総 称 し た も の を い う 。

(７ ) 事 務 所 組 織 規 則 第 ３ 条 第 ３ 号 に 規 定 す る 事 務 所 を い

う 。

別紙
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(８ ) 教 育 機 関 組 織 規 則 第 ３ 条 第 ４ 号 に 規 定 す る 教 育 機 関 を

い う 。

(９ ) 県 立 学 校 高 知 県 立 中 学 校 、 高 等 学 校 及 び 特 別 支 援 学 校

設 置 条 例 （ 昭 和 32年 高 知 県 条 例 第 19号 ） の 規 定 に よ り 設 置 さ

れ た 県 立 学 校 を い う 。

（ 総 括 文 書 管 理 者 ）

第 ３ 条 教 育 委 員 会 に 総 括 文 書 管 理 者 を 置 き 、 教 育 次 長 の う ち 事

務 を 総 括 す る 職 に あ る 者 を も っ て 充 て る 。

２ 総 括 文 書 管 理 者 は 、 次 に 掲 げ る 事 務 を 行 う も の と す る 。

(１ ) 公 文 書 フ ァ イ ル 管 理 簿 及 び 移 管 ・ 廃 棄 簿 の 調 製

(２ ) 高 知 県 公 文 書 管 理 委 員 会 へ の 諮 問 及 び 答 申 等 に 対 す る 必

要 な 措 置 の 実 施

(３ ) 公 文 書 の 管 理 に 関 す る 研 修 の 実 施

(４ ) 組 織 の 新 設 又 は 改 廃 に 伴 う 必 要 な 措 置

(５ ) こ の 規 程 の 施 行 に 関 し 必 要 な 細 則 の 整 備

(６ ) 前 各 号 に 掲 げ る も の の ほ か 、 公 文 書 の 管 理 に 関 す る 事 務

の 総 括

（ 副 総 括 文 書 管 理 者 ）

第 ４ 条 教 育 委 員 会 に 副 総 括 文 書 管 理 者 を 置 き 、 教 育 政 策 課 長 を

も っ て 充 て る 。

２ 副 総 括 文 書 管 理 者 は 、 前 条 第 ２ 項 各 号 に 掲 げ る 事 務 に つ い て

総 括 文 書 管 理 者 を 補 佐 す る も の と す る 。

（ 文 書 管 理 者 ）

第 ５ 条 所 掌 事 務 に 関 す る 文 書 管 理 の 実 施 責 任 者 と し て 文 書 管 理

者 を 置 き 、 組 織 規 則 第 38条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 置 か れ た 課 長 及

び 所 長 並 び に 組 織 規 則 第 39条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 置 か れ た 所 長

及 び 館 長 を も っ て 充 て る 。

２ 総 括 文 書 管 理 者 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 充 て ら れ た 文 書 管 理 者

の ほ か 、 適 正 な 文 書 管 理 を 確 保 す る た め 、 教 育 委 員 会 の 職 員 の

う ち か ら 文 書 管 理 者 を 指 名 す る こ と が で き る 。

３ 文 書 管 理 者 は 、 そ の 管 理 す る 公 文 書 に つ い て 、 次 に 掲 げ る 事

務 を 行 う も の と す る 。

(１ ) 保 存

(２ ) 保 存 期 間 が 満 了 し た と き の 措 置 の 設 定

(３ ) 公 文 書 フ ァ イ ル 管 理 簿 へ の 記 載

(４ ) 移 管 又 は 廃 棄 （ 移 管 ・ 廃 棄 簿 へ の 記 載 を 含 む 。 ） 等

(５ ) 管 理 状 況 の 点 検 等

(６ ) 公 文 書 の 作 成 、 整 理 そ の 他 公 文 書 の 管 理 に 関 す る 職 員 の

指 導 等

（ 文 書 管 理 主 任 ）

第 ６ 条 本 局 、 事 務 所 及 び 教 育 機 関 に 文 書 管 理 主 任 を 置 き 、 当 該

課 の 庶 務 を 担 当 す る 課 長 補 佐 並 び に 当 該 事 務 所 及 び 教 育 機 関 の

庶 務 を 担 当 す る 次 長 及 び 副 館 長 （ こ れ ら の 職 を 置 か な い 課 、 事

務 所 及 び 教 育 機 関 に あ っ て は 、 庶 務 を 担 当 す る 職 員 の う ち か ら

文 書 管 理 者 が 指 名 し た 者 ） を も っ て 充 て る 。
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２ 文 書 管 理 主 任 は 、 前 条 第 ３ 項 各 号 に 掲 げ る 事 務 を 補 佐 す る ほ

か 、 文 書 の 収 受 及 び 発 送 に 係 る 事 務 を 行 う も の と す る 。

３ 文 書 管 理 者 は 、 文 書 管 理 者 又 は 文 書 管 理 主 任 の 事 務 を 補 助 さ

せ る た め 、 教 育 委 員 会 の 職 員 の う ち か ら 文 書 管 理 主 任 補 助 者 を

指 名 す る こ と が で き る 。

（ 監 査 責 任 者 ）

第 ７ 条 教 育 委 員 会 に 監 査 責 任 者 を 置 き 、 第 ３ 条 に 規 定 す る 総 括

文 書 管 理 者 で あ る 教 育 次 長 以 外 の 教 育 次 長 を も っ て 充 て る 。

２ 監 査 責 任 者 は 、 教 育 委 員 会 に お け る 公 文 書 の 管 理 の 状 況 に つ

い て 監 査 を 行 う も の と す る 。

（ 職 員 の 責 務 ）

第 ８ 条 職 員 は 、 条 例 の 趣 旨 に の っ と り 、 関 連 す る 例 規 等 並 び に

総 括 文 書 管 理 者 及 び 文 書 管 理 者 の 指 示 に 従 い 、 公 文 書 を 適 正 に

管 理 し な け れ ば な ら な い 。

（ 公 文 書 の 発 信 者 名 ）

第 ９ 条 発 送 す る 公 文 書 は 、 全 て そ の 権 限 を 有 す る 者 の 名 を も っ

て 発 信 し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 教 育 委 員 会 の 権 限 に 属 す

る も の に つ い て は 、 教 育 長 の 名 を も っ て 発 信 し 、 教 育 長 の 権 限

に 属 す る も の に つ い て は 、 事 案 の 軽 重 に よ り 、 教 育 次 長 又 は 課

長 の 名 を も っ て 発 信 す る こ と が で き る も の と し 、 照 会 に 対 す る

回 答 の 場 合 は 、 原 則 と し て 照 会 を 受 け た 者 の 名 を も っ て す る も

の と す る 。

（ 法 規 公 文 書 等 の 審 査 ）

第 10条 規 則 、 訓 令 、 告 示 そ の 他 教 育 委 員 会 の 例 規 と な る べ き 重

要 な 公 文 書 は 、 決 裁 権 者 の 決 裁 を 受 け る 前 に 教 育 政 策 課 の 法 規

審 査 を 受 け な け れ ば な ら な い 。 知 事 に 提 出 す る 条 例 案 に つ い て

も 、 同 様 と す る 。

（ 高 知 県 公 報 へ の 登 載 ）

第 11条 高 知 県 公 報 に 登 載 す る 公 文 書 は 、 知 事 に 依 頼 し な け れ ば

な ら な い 。

（ 公 印 の 押 印 ）

第 12条 決 裁 権 者 の 決 裁 を 受 け た 公 文 書 （ 電 子 公 文 書 で 施 行 す る

公 文 書 を 除 く 。 ） で あ っ て 、 公 印 の 押 印 を 要 す る も の は 、 浄 書

後 に 高 知 県 教 育 委 員 会 公 印 規 程 （ 平 成 15年 ３ 月 高 知 県 教 育 委 員

会 訓 令 第 ３ 号 ） に 定 め る と こ ろ に よ り 、 公 印 の 押 印 を 受 け な け

れ ば な ら な い 。 た だ し 、 軽 易 で あ る と 認 め ら れ る 公 文 書 そ の 他

文 書 管 理 者 が 公 印 の 押 印 を 要 し な い と 認 め た 公 文 書 に つ い て

は 、 公 印 の 押 印 を 省 略 す る こ と が で き る 。

（ 文 書 の 移 送 ）

第 13条 職 員 は 、 本 局 に お い て 取 得 し た 文 書 が そ の 課 の 所 掌 に 属

し な い と 認 め ら れ る と き は 、 当 該 文 書 を 課 相 互 で 授 受 す る こ と

な く 、 直 ち に 教 育 政 策 課 長 に 移 送 し な け れ ば な ら な い 。

（ 事 務 室 に お け る 保 存 ）

第 14条 公 文 書 フ ァ イ ル 等 （ 文 書 情 報 シ ス テ ム に 保 管 さ れ た 電 子

公 文 書 を 除 く 。 ） は 、 保 存 期 間 の 起 算 の 日 か ら 保 存 期 間 の 満 了
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す る 日 ま で の 間 、 各 所 属 に お い て 保 存 す る も の と す る 。

（ 公 文 書 の 管 理 ）

第 15条 公 文 書 フ ァ イ ル 等 （ 電 子 公 文 書 を 除 く 。 ） は 、 書 庫 に 分

類 し 、 及 び 整 備 し て お く と と も に 、 虫 害 、 湿 気 、 盗 難 、 火 災 等

の た め 損 傷 し 、 又 は 滅 失 す る こ と の な い よ う に 管 理 し な け れ ば

な ら な い 。

２ 文 書 情 報 シ ス テ ム に 保 管 さ れ た 電 子 公 文 書 は 文 書 情 報 シ ス テ

ム に よ り 保 存 す る も の と し 、 そ の 他 の 電 磁 的 記 録 （ 前 条 の 規 定

に よ る 保 存 期 間 を 経 過 し た も の に 限 る 。 ） は 教 育 長 が 別 に 定 め

る 方 法 に よ り 整 理 及 び 保 存 を す る も の と す る 。

（ 管 理 状 況 の 報 告 ）

第 16条 文 書 管 理 者 は 、 毎 年 度 、 高 知 県 公 文 書 等 の 管 理 に 関 す る

条 例 施 行 規 則 （ 令 和 元 年 高 知 県 規 則 第 36号 ） 第 ８ 条 各 号 に 掲 げ

る 公 文 書 の 管 理 の 状 況 に つ い て 、 総 括 文 書 管 理 者 に 報 告 し な け

れ ば な ら な い 。

２ 総 括 文 書 管 理 者 は 、 前 項 の 報 告 を 受 け た と き は 、 当 該 報 告 を

取 り ま と め 、 条 例 第 13条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 、 教 育 委 員 会 に お

け る 公 文 書 の 管 理 の 状 況 に つ い て 、 知 事 に 報 告 し な け れ ば な ら

な い 。

（ 委 任 ）

第 17条 こ の 規 程 に 定 め る も の の ほ か 、 文 書 の 収 受 及 び 発 送 に 関

し 必 要 な 事 項 は 、 教 育 長 が 別 に 定 め る 。

２ こ の 規 程 の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 総 括 文 書 管 理 者 が 別 に

定 め る 。

（ 高 知 県 公 文 書 管 理 規 程 の 準 用 ）

第 18条 第 ２ 条 か ら 前 条 ま で に 定 め る も の の ほ か 、 教 育 委 員 会 に

お け る 公 文 書 の 管 理 に 関 し 必 要 な 事 項 に つ い て は 、 高 知 県 公 文

書 管 理 規 程 （ 令 和 元 年 11月 高 知 県 訓 令 第 ３ 号 ） の 規 定 （ 同 令 第

１ 条 か ら 第 ８ 条 ま で 、 第 18条 、 第 20条 第 ２ 項 及 び 第 ３ 項 、 第 21

条 、 第 26条 第 １ 項 、 第 32条 、 第 35条 、 第 40条 か ら 第 45条 ま で 、

第 54条 並 び に 第 57条 並 び に 附 則 第 ６ 項 並 び に 別 記 第 ２ 号 様 式 、

別 記 第 ６ 号 様 式 及 び 別 記 第 ７ 号 様 式 を 除 く 。 ） の 例 に よ る 。

（ 県 立 学 校 に お け る 公 文 書 の 管 理 ）

第 19条 県 立 学 校 に お け る 公 文 書 の 管 理 に 関 し 必 要 な 事 項 に つ い

て は 、 教 育 長 が 別 に 定 め る 。

附 則

（ 施 行 期 日 ）

１ こ の 訓 令 は 、 令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。

（ 高 知 県 教 育 委 員 会 事 務 局 及 び 教 育 機 関 処 務 規 程 の 一 部 改 正 ）

２ 高 知 県 教 育 委 員 会 事 務 局 及 び 教 育 機 関 処 務 規 程 （ 平 成 14年 ３

月 高 知 県 教 育 委 員 会 訓 令 第 １ 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す

る 。

目 次 中 「 第 １ 節 公 文 書 （ 第 ８ 条 － 第 13条 ） 」 を 「 第 １ 節

削 除 」 に 改 め る 。

第 ３ 章 第 １ 節 を 次 の よ う に 改 め る 。
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第 １ 節 削 除

第 ８ 条 か ら 第 13条 ま で 削 除

第 24条 の 見 出 し 中 「 取 扱 い 」 を 「 服 務 」 に 改 め 、 同 条 中 「 公

文 書 の 取 扱 い 及 び 」 を 削 る 。

別 表 を 削 る 。

別 記 様 式 を 削 る 。
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高 知 県 教 育 委 員 会 訓 令

◎ 高 知 県 教 育 委 員 会 公 文 書 管 理 規 程
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参考資料１

高知県教育委員会公文書管理規程議案説明

１ 制定の目的及び内容

令和元年６月議会において、高知県公文書等の管理に関する条例（以下「条

例」という。）が可決され、令和２年４月１日から施行されることに伴い、条

例第 14 条第１項で、実施機関は、公文書の管理が適正に行われることを確保

するため公文書の管理に関して定めなければならないと規定されており、条

例第２条第 12 項に掲げる実施機関である教育委員会において公文書の管理

に関する定めを制定するものである。

２ 施行期日

令和２年４月１日
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○ 高知県教育委員会公文書管理規程 比較表
高知県公文書管理規程 高知県教育委員会公文書管理規程 高知県立学校公文書管理規程

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この規程は、高知県公文書等の管理に関する条例（令和元年

高知県条例第１号。以下「条例」という。）第14条第１項の規定に

基づき、知事部局における公文書の管理に関し必要な事項を定め

るものとする。

（趣旨）

第１条 この規程は、高知県公文書等の管理に関する条例（令和元年

高知県条例第１号。第10条を除き、以下「条例」という。）第14

条第１項の規定に基づき、高知県教育委員会（以下「教育委員会」

という。）における公文書の管理に関し必要な事項を定めるものと

する。

（趣旨）

第１条 この規程は、高知県公文書等の管理に関する条例（令和元年

高知県条例第１号）第14条第１項の規定に基づき定められた高知

県教育委員会公文書管理規程（令和２年●月高知県教育委員会訓

令第●号。以下「教育委員会規程」という。）第19条の規定に基づ

き、高知県教育委員会（次条第１項において「教育委員会」という。）

の所管に属する県立学校（以下「学校」という。）における公文書

の管理に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。

(１) 公文書 知事部局の職員が職務上作成し、又は取得した文

書（図画及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の

知覚によっては認識することができない方式で作られた記録

をいう。以下同じ。）を含む。以下同じ。）であって、知事部局

の職員が組織的に用いるものとして、知事部局が保有してい

るものをいう。ただし、条例第２条第２項各号に掲げるものを

除く。

(２) 電子公文書 公文書のうち電磁的記録であって、電子計算

機による情報処理の用に供されるものをいう。

(３) 公文書ファイル等 知事部局における能率的な事務又は事

業の処理及び公文書の適切な保存に資するよう、相互に密接

な関連を有する公文書（保存期間を同じくすることが適当で

あるものに限る。）を一の集合物にまとめたもの（以下「公文

書ファイル」という。）及び単独で管理している公文書をいう。

(４) 公文書ファイル管理簿 知事部局における公文書ファイル

等の管理を適切に行うために、公文書ファイル等の分類、名

称、保存期間、保存期間の満了する日、保存期間が満了したと

きの措置及び保存場所その他の必要な事項を記載した帳簿を

（定義）

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。

(１) 公文書 教育委員会の職員が職務上作成し、又は取得した

文書（図画及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができない方式で作られた記

録をいう。以下同じ。）を含む。以下同じ。）であって、教育委

員会の職員が組織的に用いるものとして、教育委員会が保有

しているものをいう。ただし、条例第２条第２項各号に掲げる

ものを除く。

(２) 電子公文書 公文書のうち電磁的記録であって、電子計算

機による情報処理の用に供されるものをいう。

(３) 公文書ファイル等 教育委員会における能率的な事務又は

事業の処理及び公文書の適切な保存に資するよう、相互に密

接な関連を有する公文書（保存期間を同じくすることが適当

であるものに限る。）を一の集合物にまとめたもの及び単独で

管理している公文書をいう。

(４) 公文書ファイル管理簿 教育委員会における公文書ファイ

ル等の管理を適切に行うために、公文書ファイル等の分類、名

称、保存期間、保存期間の満了する日、保存期間が満了したと

きの措置及び保存場所その他の必要な事項を記載した帳簿を

【第９条により例としている。】
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高知県公文書管理規程 高知県教育委員会公文書管理規程 高知県立学校公文書管理規程

いう。

(５) 文書情報システム 電子計算機を用いて公文書の起案、保

管、廃棄等を行うためのプログラムをいう。

(６) 本庁 高知県行政組織規則（平成15年高知県規則第43号）

第３条第１号に規定する本庁をいう。

(７) 出先機関 高知県行政組織規則第３条第２号に規定する出

先機関をいう。

いう。

(５) 文書情報システム 電子計算機を用いて公文書の起案、保

管、廃棄等を行うためのプログラムをいう。

(６) 本局 高知県教育委員会行政組織規則（昭和43年高知県教

育委員会規則第６号。以下「組織規則」という。）第３条第２

号に規定する課を総称したものをいう。

(７) 事務所 組織規則第３条第３号に規定する事務所をいう。

(８) 教育機関 組織規則第３条第４号に規定する教育機関をい

う。

(９) 県立学校 高知県立中学校、高等学校及び特別支援学校設

置条例（昭和32年高知県条例第19条）の規定により設置さ

れた県立学校をいう。

第２章 管理体制

（総括文書管理者）

第３条 知事部局に総括文書管理者を置き、総務部長をもって充て

る。

２ 総括文書管理者は、次に掲げる事務を行うものとする。

(１) 公文書ファイル管理簿及び移管・廃棄簿の調製

(２) 公文書管理委員会への諮問及び答申等に対する必要な措置

の実施

(３) 公文書の管理に関する研修の実施

(４) 組織の新設又は改廃に伴う必要な措置

(５) この規程の施行に関し必要な細則の整備

(６) 前各号に掲げるもののほか、公文書の管理に関する事務の

総括

（総括文書管理者）

第３条 教育委員会に総括文書管理者を置き、教育次長のうち事務

を総括する職にある者をもって充てる。

２ 総括文書管理者は、次に掲げる事務を行うものとする。

(１) 公文書ファイル管理簿及び移管・廃棄簿の調製

(２) 高知県公文書管理委員会への諮問及び答申等に対する必要

な措置の実施

(３) 公文書の管理に関する研修の実施

(４) 組織の新設又は改廃に伴う必要な措置

(５) この規程の施行に関し必要な細則の整備

(６) 前各号に掲げるもののほか、公文書の管理に関する事務の

総括

【第９条により例としている。】

（副総括文書管理者）

第４条 知事部局に副総括文書管理者を置き、総務部文書情報課長

をもって充てる。

２ 副総括文書管理者は、前条第２項各号に掲げる事務について総

括文書管理者を補佐するものとする。

（副総括文書管理者）

第４条 教育委員会に副総括文書管理者を置き、教育政策課長をも

って充てる。

２ 副総括文書管理者は、前条第２項各号に掲げる事務について総

括文書管理者を補佐するものとする。

（副総括文書管理者）

第２条 学校における公文書の管理に関して、教育委員会に副総括

文書管理者を置き、高等学校課長及び特別支援教育課長をもって

充てる。

２ 副総括文書管理者は、学校における公文書の管理に関して、教育

委員会規程第３条第２項各号に掲げる事務について総括文書管理
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高知県公文書管理規程 高知県教育委員会公文書管理規程 高知県立学校公文書管理規程

者を補佐するものとする。

３ 前項の場合において、中学校及び高等学校に関するものにあっ

ては高等学校課長が、特別支援学校に関するものにあっては特別

支援教育課長がそれぞれ分掌する。

（文書管理者）

第５条 所掌事務に関する文書管理の実施責任者として文書管理者

を置き、高知県事務処理規則（平成15年高知県規則第44号）第

２条第18号に規定する課長及び同条第20号に規定する所長をも

って充てる。

２ 総括文書管理者は、前項の規定により充てられた文書管理者の

ほか、適正な文書管理を確保するために文書管理者を指名するこ

とができる。

３ 文書管理者は、その管理する公文書について、次に掲げる事務を

行うものとする。

(１) 保存

(２) 保存期間が満了したときの措置の設定

(３) 公文書ファイル管理簿への記載

(４) 移管又は廃棄（移管・廃棄簿への記載を含む。）等

(５) 管理状況の点検等

(６) 第３章の公文書の作成、第38条第１項の文書分類表の作成

等による公文書の整理その他公文書の管理に関する職員の指

導等

（文書管理者）

第５条 所掌事務に関する文書管理の実施責任者として文書管理者

を置き、組織規則第38条第１項の規定により置かれた課長及び所

長並びに組織規則第39条第１項の規定により置かれた所長及び館

長をもって充てる。

２ 総括文書管理者は、前項の規定により充てられた文書管理者の

ほか、適正な文書管理を確保するため、教育委員会の職員のうちか

ら文書管理者を指名することができる。

３ 文書管理者は、その管理する公文書について、次に掲げる事務を

行うものとする。

(１) 保存

(２) 保存期間が満了したときの措置の設定

(３) 公文書ファイル管理簿への記載

(４) 移管又は廃棄（移管・廃棄簿への記載を含む。）等

(５) 管理状況の点検等

(６) 公文書の作成、整理その他公文書の管理に関する職員の指

導等

（文書管理者）

第３条 学校に関する文書管理の実施責任者として文書管理者を置

き、当該学校の校長をもって充てる。

２ 総括文書管理者は、前項の規定により充てられた文書管理者の

ほか、適正な文書管理を確保するため、学校の職員（高知県立学校

の管理運営に関する規則（昭和35年高知県教育委員会規則第８号）

第５条第１項から第３項まで及び第５項から第７項までの規定に

より置かれた職員をいう。以下同じ。）のうちから文書管理者を指

名することができる。

３ 文書管理者は、その管理する公文書について、教育委員会規程第

５条第３項各号に掲げる事務を行うものとする。

（文書管理主任）

第６条 課及び出先機関に文書管理主任を置き、当該課の庶務を担

当する課長補佐又は当該出先機関の庶務を担当する次長（これら

の職を置かない課及び出先機関にあっては、庶務を担当する職員

のうちから文書管理者が指名した者）をもって充てる。

２ 文書管理主任は、前条第３項各号に掲げる事務を補佐するほか、

文書の収受及び発送に係る事務を行うものとする。

３ 文書管理者は、文書管理者又は文書管理主任の事務を補助させ

るため、文書管理主任補助者を指名することができる。

（文書管理主任）

第６条 本局、事務所及び教育機関に文書管理主任を置き、当該課の

庶務を担当する課長補佐並びに当該事務所及び教育機関の庶務を

担当する次長若しくは副館長（これらの職を置かない課、事務所及

び教育機関にあっては、庶務を担当する職員のうちから文書管理

者が指名した者）をもって充てる。

２ 文書管理主任は、前条第３項各号に掲げる事務を補佐するほか、

文書の収受及び発送に係る事務を行うものとする。

３ 文書管理者は、文書管理者又は文書管理主任の事務を補助させ

るため、教育委員会の職員のうちから文書管理主任補助者を指名

（文書管理主任）

第４条 学校に文書管理主任を置き、当該学校の事務長をもって充

てる。

２ 文書管理主任は、前条第３項に規定する文書管理者が行う事務

を補佐するほか、文書の収受及び発送に係る事務を行うものとす

る。

３ 文書管理者は、文書管理者又は文書管理主任の事務を補助させ

るため、学校の職員のうちから文書管理主任補助者を指名するこ

とができる。

10



高知県公文書管理規程 高知県教育委員会公文書管理規程 高知県立学校公文書管理規程

することができる。

（監査責任者）

第７条 知事部局に監査責任者を置き、公文書館の長（以下「公文書

館長」という。）をもって充てる。

２ 監査責任者は、公文書の管理の状況について監査を行うものと

する。

（監査責任者）

第７条 教育委員会に監査責任者を置き、第３条に規定する総括文

書管理者である教育次長以外の教育次長をもって充てる。

２ 監査責任者は、教育委員会における公文書の管理の状況につい

て監査を行うものとする。

【第９条により例としている。】

（職員の責務）

第８条 職員は、条例の趣旨にのっとり、関連する例規等並びに総括

文書管理者及び文書管理者の指示に従い、公文書を適正に管理し

なければならない。

（職員の責務）

第８条 職員は、条例の趣旨にのっとり、関連する例規等並びに総括

文書管理者及び文書管理者の指示に従い、公文書を適正に管理し

なければならない。

【第９条により例としている。】

第３章 作成

第１節 通則

（文書主義の原則）

第９条 職員は、文書管理者の指示に従い、条例第８条の規定に基づ

き、条例第１条の目的の達成に資するため、知事部局における経緯

も含めた意思決定に至る過程並びに知事部局の事務及び事業の実

績を合理的に跡付け、又は検証することができるよう、処理に係る

事案が軽微なものである場合を除き、文書を作成しなければなら

ない。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（打合せ等の記録に係る文書作成）

第10条 前条の文書主義の原則に基づき、知事部局内部の打合せ、

知事部局の外部の者との折衝等を含め、業務に係る政策立案、事務

及び事業の実施の方針等に影響を及ぼす打合せ等（次条第２項に

おいて「打合せ等」という。）の記録については、文書を作成する

ものとする。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】
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（適切かつ効率的な文書作成）

第11条 文書の作成に当たっては、文書の正確性を確保するため、

その内容について原則として複数の職員による確認を経た上で、

文書管理者が確認するものとし、作成に関し、部局長等上位の職員

から指示があった場合は、その指示を行った者の確認も経るもの

とする。

２ 知事部局の外部の者との打合せ等の記録の作成に当たっては、

知事部局の出席者による確認を経るとともに、可能な限り、当該打

合せ等の相手方（以下「相手方」という。）の発言部分等について

も、相手方による確認等により、正確性の確保を期するものとす

る。ただし、相手方の発言部分等について記録を確定し難い場合

は、その旨を判別できるように記載するものとする。

３ 文書の作成に当たっては、常用漢字表（平成22年11月内閣告

示第２号）、現代仮名遣い（昭和61年７月内閣告示第１号）、送り

仮名の付け方（昭和48年６月内閣告示第２号）及び外来語の表記

（平成３年６月内閣告示第２号）並びに別に定める公用文におけ

る漢字使用等に関する規程（昭和56年11月高知県訓令第14号）

等により、分かりやすい用字用語で的確かつ簡潔に記載しなけれ

ばならない。

４ 公文書の書き方は、左横書きとする。ただし、次に掲げるものは、

この限りでない。

(１) 法令又は例規により縦書きと定められているもの

(２) 提出を要する文書であって、当該文書の提出先が縦書きの

様式を定めているもの

(３) 表彰状、感謝状その他これらに類するもの

(４) 前３号に掲げるもののほか、副総括文書管理者が縦書きに

よることが適当であると認めたもの

５ 前項の左横書き公文書の書き方は、別に定める左横書き文書の

作成要領（平成５年10月高知県訓令第14号）によるものとする。

６ 文書の作成に当たって反復利用が可能な様式、資料等の情報に

ついては、電子掲示板等を活用し職員の利用に供するものとする。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】
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第２節 公文書の例式

（公文書の種類）

第12条 公文書の種類は、次に掲げるとおりとする。

(１) 法規公文書

ア 条例（地方自治法（昭和22年法律第67号）第14条の規定

に基づき制定するもの）

イ 規則（地方自治法第15条の規定に基づき制定するもの）

(２) 公示公文書

ア 告示（法令の規定若しくは権限に基づく処分を行うため又

は処分等をした事項を管内一般又はその一部に公示するも

の）

イ 公告（一定の事実を管内一般又はその一部に公示するもの）

(３) 令達公文書

ア 訓令（本庁、出先機関その他監督下にある行政機関又は所属

職員に対し、職務上発する命令で公表を要するもの）

イ 訓（本庁、出先機関その他監督下にある行政機関又は所属職

員に対し、職務上発する命令で公表を要しないもの）

ウ 内訓（訓で機密に属するもの）

エ 達（職権に基づき、特定の個人又は団体に対して一方的に特

定の事項を命令し、禁止し、若しくは停止し、又は既に与えた

許可、認可等の行政行為を取り消すもの）

オ 指令（個人、団体、市町村等からの申請又は出願に対し、権

限に基づいて許可、認可等の行政行為をなし、又は行為を命令

するもの）

(４) 普通公文書

ア 照会（行政機関、個人、団体等に対し、問い合わせるもの）

イ 回答（照会又は依頼に対し、答えるもの）

ウ 通知（特定の相手方に対し、一定の事実又は意思を知らせる

もの）

エ 依頼（行政機関、個人、団体等に対し、一定の事項を頼むも

の）

オ 報告（法令等の規定により、特定の相手方に対し、一定の事

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】
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実又は意思を知らせるもの）

カ 諮問（一定の機関に対し、法令上定められた事項について意

見を求めるもの）

キ 答申（諮問を受けた機関がその諮問に対して意見を述べる

もの）

ク 進達（経由すべきものとされている申請書、願書等を国又は

県の機関に送達するもの）

ケ 副申（申請書、願書等を進達する場合に意見を付け、国又は

県の機関に送達するもの）

コ 申請（法令等の規定により、許可、認可、承認等一定の行為

を求めるもの）

サ 建議（諮問機関がその属する行政機関その他関係機関に対

し、一定の意見等を申し出るもの）

シ 通達（国、県又は上司がその所掌事務について、県、市町村、

所属職員等に対して、法令の解釈、運用方針等職務上の細目的

事項を指示し、又はその他一定の行為を命ずるもの）

ス 依命通達（行政機関の補助機関が当該機関の命を受けて自

己の名で通達するもの）

セ その他（協議、請求、督促、伝達、願い出、届出等をするも

の）

(５) その他の公文書

表彰状、感謝状、賞状、辞令、契約書、決定書、請願書、書

簡文、証明書、部内関係公文書その他の公文書

２ 公文書の例式は、別に定めるところによる。

第４章 文書の取扱い

第１節 供覧、起案及び決裁

（供覧）

第13条 文書管理主任は、文書及び物品（以下この条において「文

書等」という。）が配布され、又は文書等を受け付けたときは、速

やかに文書管理者の閲覧に供しなければならない。

２ 文書管理者は、前項の規定により文書等を閲覧したときは、上司

に報告をしてその指示を受け、又は自ら処理するもののほか、これ

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

14



高知県公文書管理規程 高知県教育委員会公文書管理規程 高知県立学校公文書管理規程

に処理期限その他必要な指示を付して、速やかに事務担当者に配

布し、遅滞なく処理させなければならない。

（公文書の処理促進）

第14条 文書管理者は、必要に応じて公文書の処理状況を調査し、

未処理のものについては、必要な指示をする等の方法により、処理

の促進を図らなければならない。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（起案）

第15条 決裁を受けようとするときは、原則として文書情報システ

ムを利用し、別記第１号様式による回議書を用紙に出力して起案

しなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる事案については、当

該各号に定めるところにより起案することができる。

(１) 文書情報システムの利用により起案し難い事案について、

副総括文書管理者にあらかじめ協議した上、他の方法により

起案すること。

(２) 軽易な事案について、収受した文書の余白等を用いて起案

すること。

(３) 同一文例によって継続的に起案することができる事案につ

いて、文案その他について、あらかじめ決裁を受けた後、簡易

な様式をもって起案すること。

(４) 緊急やむを得ない理由により、文書により起案することが

困難であると認められる事案について、事後において遅滞な

く起案し、決裁手続を経ること。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】
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（起案文書の作成）

第16条 起案は、次に掲げる要領によるものとする。

(１) 事案ごとに起案すること。ただし、２以上の事案で相互に関

係のあるものについては、これを１事案とみなし、一つの起案

で処理することができる。

(２) 起案文書には、事案の内容に即した分かりやすい件名を付

すること。

(３) 平易、簡素かつ明瞭に表現すること。

(４) 起案理由を簡明に記載し、必要があれば関係法令、予算関係

その他参考事項をその末尾に付記し、又は添付して、その根拠

を明らかにすること。

(５) 必要のあるものは、起案文書に添付した施行しようとする

文書の末尾に、課、担当、担当者名、電話番号等を記載するこ

と。

(６) 文書情報システムによる修正の場合を除き、金額その他重

要な事項を修正したときは、その箇所に認印を押すこと。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（令達公文書の宛名）

第17条 指令等の令達公文書の宛名は、次に定めるところによらな

ければならない。

(１) 官公署に対しては、その長（氏名を記入しない。）

(２) 法人である公私の団体に対しては、その法人名

(３) 法人でない団体に対しては、その団体名及びその長又は代

表者の氏名

(４) 法人を設立する場合には、その設立代表者の氏名

(５) 個人に対しては、その住所及び氏名

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（発信者名）

第18条 普通公文書の発信者名は、別表第１に定めるところによる

ものとする。ただし、照会に対する回答の場合は、原則として照会

を受けた者の名をもってするものとする。

（公文書の発信者名）

第９条 発送する公文書は、全てその権限を有する者の名をもって

発信しなければならない。ただし、教育委員会の権限に属するもの

については、教育長の名をもって発信し、教育長の権限に属するも

のについては、事案の軽重により、教育次長又は課長の名をもって

発信することができるものとし、照会に対する回答の場合は、原則

として照会を受けた者の名をもってするものとする。

（公文書の発信者名）

第５条 発送する公文書は、全てその権限を有する者の名をもって

発信しなければならない。ただし、事案の軽重により、副校長、教

頭又は事務長の名をもって発信することができるものとし、照会

に対する回答の場合は、原則として照会を受けた者の名をもって

するものとする。
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（決裁）

第19条 起案文書により決裁を受けるときは、起案文書の所定の欄

に押印又は署名をする方法により、順次上司の審査を経て、決裁権

者の決裁を受けなければならない。

２ 文書情報システムにより起案した文書については、起案者は、決

裁を受けた後に文書情報システムにその結果の登録をしなければ

ならない。

３ 起案文書で秘密を要するもの又は特に重要なものは、担当者又

は責任者が携行して審査及び決裁を受けるものとする。

４ 決裁の手続については、高知県事務処理規則に定めるところに

より、正確かつ迅速に行うものとする。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（法規公文書等の審査）

第20条 条例議案は、事前に総務部法務課（以下「法務課」という。）

の法規審査を受けた後、高知県法制審議会規程（昭和36年12月

高知県訓令第34号）第１条に規定する高知県法制審議会の審議を

経なければならない。

２ 規則、訓令、告示その他県の例規となるべきものの事案は、法務

課の法規審査を受けなければならない。

３ 前２項に規定するもののほか、高知県公報に登載する必要のあ

る公文書は、法務課の審査を受けなければならない。ただし、次条

の規定に基づき例文により処理することができる規程形式以外の

告示及び公告については、この限りでない。

（法規公文書等の審査）

第10条 規則、訓令、告示その他教育委員会の例規となるべき重要

な公文書は、決裁権者の決裁を受ける前に教育政策課の法規審査

を受けなければならない。知事に提出する条例案についても、同様

とする。

【知事訓令第20条第１項は、第18条により例としている（知事訓

令第20条第２項及び第３項は例としていない。）。】

【例とせず】

（高知県公報への登載）

第11条 高知県公報に登載する公文書は、知事に依頼しなければな

らない。

【例とせず】

（例文登録）

第21条 規程形式以外の告示及び公告のうち定例的なものについて

は、例文により処理することができる。

２ 文書管理者は、前項の規定に基づき例文により処理しようとす

る事案については、総務部法務課長（以下この条において「法務課

長」という。）が別に定める様式により、あらかじめ法務課長に協

議しなければならない。

【例とせず】 【例とせず】
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３ 法務課長は、前項の規定による協議の結果、適当であると認める

ときは、別記第２号様式による例文登録台帳に例文として記載し、

その旨を協議した文書管理者に通知しなければならない。

４ 例文により処理することが適当であると認められる事案につい

ては、法務課長は、当該事案を所掌する文書管理者に協議すること

ができる。

５ 前３項の規定にかかわらず、法務課長は、各課に共通する定例的

な告示及び公告を自ら例文として例文登録台帳に記載することが

できる。

６ 第２項から前項までの規定は、例文登録台帳に記載された例文

の変更及び抹消について準用する。

（起案文書の修正及び廃案）

第22条 起案文書について決裁者が内容の修正を求めた場合は、起

案者が当該内容を修正の上、当該決裁者に改めて決裁を求めるも

のとする。ただし、決裁者が起案者に連絡の上、起案文書の内容を

修正することを妨げない。

２ 起案文書について、決裁者が廃案とすることとした場合は、起案

者は起案用紙に「廃案」の表示を行い、廃案となった理由を付して

整理及び保存をするものとする。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（記号及び番号）

第23条 決裁権者の決裁を受けた公文書には、次に定めるところに

より記号及び番号を付さなければならない。ただし、軽易な公文書

その他文書管理上効率的であると文書管理者が認めるものは、記

号及び番号を付さないことができる。

(１) 訓、内訓、達及び指令の記号は、それぞれ「高知県訓」、「高

知県内訓」、「高知県達」及び「高知県指令」とし、その次に普

通公文書の記号及び番号を用いること。

(２) 普通公文書の記号は、年度に相当する数字の次に高を用い、

その次に２文字の課名又は出先機関名を表す略称を用い、番

号は、原則として会計年度ごとに文書情報システムによって

付される一連の番号を付すること。

(３) 第15条第２項第１号に規定するところにより起案した普通

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】
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公文書の記号は、年度に相当する数字の次に高知を用い、その

次に２文字の課名又は出先機関名を表す略称を用い、番号は、

会計年度ごとに一連の番号を付すること。

２ 前項第３号に規定する普通公文書の番号は、別記第３号様式に

よる公文書番号簿により整理しなければならない。

（再度の決裁を受けない決裁終了後の決裁文書の修正の禁止）

第24条 決裁文書の内容を決裁終了後に修正することは、修正を行

うための決裁文書を起案し、改めて順次決裁を受けること（以下こ

の条において「修正のための決裁」という。）をしなければ、これ

を行ってはならない。

２ 修正のための決裁には、当初の決裁文書からの修正の箇所及び

内容並びに修正の理由を記した資料を添付しなければならない。

３ 知事部局の意思決定の内容そのものが記載されている、直接的

な決裁対象となる公文書（以下この条において「決裁対象文書」と

いう。）について修正を行った場合は、その原本は、修正のための

決裁により修正が行われた後の決裁対象文書とする。

４ 修正のための決裁を行った場合は、決裁対象文書のうち施行が

必要な文書については、次の各号に掲げる修正のための決裁が終

了した時期の区分に応じて、それぞれ当該各号に掲げる文書番号

及び施行日により施行するものとする。

(１) 当初の決裁対象文書の施行前 当初の決裁における文書番

号及び施行日

(２) 当初の決裁対象文書の施行後 修正のための決裁における

文書番号及び施行日

５ 前項の規定にかかわらず、当初の決裁文書の本体ではなく、当該

決裁の説明を行うために添付した資料のみを修正した場合は、施

行が必要な文書については、当初の決裁における文書番号及び施

行日により施行するものとする。

６ 修正の内容が、客観的に明白な計算違い、誤記、誤植、脱字等軽

微かつ明白な誤りに係るものである場合は、第１項の規定にかか

わらず、別に定めるところにより、修正のための決裁に係る手続を

簡素化することができる。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】
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第２節 文書の施行

（浄書及び校合）

第25条 決裁権者の決裁を受けた公文書で発送又は送信を要するも

のは、担当者が浄書し、校合しなければならない。この場合におい

て、当該担当者は、起案文書の所定の欄に押印又は署名をしなけれ

ばならない。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（公印）

第26条 決裁権者の決裁を受けた公文書（電子公文書で施行する公

文書を除く。）であって、公印の押印を要するものは、浄書後に高

知県公印規程（昭和41年９月高知県訓令第50号）の定めるとこ

ろにより、公印の押印を受けなければならない。ただし、県の機関

相互間の公文書、行政機関、団体等に対する軽易な公文書その他文

書管理者が公印の押印を要しないと認めた公文書については、公

印の押印を省略することができる。

２ 前項本文の規定により公印の押印を受けなければならない公文

書について、多数の押印を必要とする等の事情がある場合は、高知

県公印規程第２条に規定する公印管理者（以下この条において「公

印管理者」という。）の承認を得て、公印に代えてその印影を刷り

込み、又はあらかじめ公印の押印を受けておくことができる。

３ 前項の規定に基づき公印の印影を印刷し、又はあらかじめ公印

の押印を受けた公文書の用紙（以下この条において「押印済み用

紙」という。）については、公印管理者又は高知県公印規程第８条

に規定する公印取扱者（次項において「公印取扱者」という。）が

厳重に保管するとともに、別記第４号様式による押印済み用紙受

払簿によりその使用状況を明らかにしておかなければならない。

ただし、当該押印済み用紙の使用状況を常に明らかにすることが

できる場合であって、副総括文書管理者の承認を得たときは、この

限りでない。

４ 押印済み用紙の交付に係る事務を委託する場合においては、当

該委託を受けた者に当該押印済み用紙を保管させることができ

る。この場合において、公印管理者又は公印取扱者は、当該委託を

受けた者に対し、前項本文の規定に準じて当該押印済み用紙を厳

（公印の押印）

第12条 決裁権者の決裁を受けた公文書（電子公文書で施行する公

文書を除く。）であって、公印の押印を要するものは、浄書後に高

知県教育委員会公印規程（平成15年３月高知県教育委員会訓令第

３号）に定めるところにより、公印の押印を受けなければならな

い。ただし、軽易であると認められる公文書その他文書管理者が公

印の押印を要しないと認めた公文書については、公印の押印を省

略することができる。

【知事訓令第２項から第５項までは、第18条により例としている。】

【第９条により例としている。】
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重に保管させ、その使用状況を明らかにさせておくとともに、必要

に応じて当該使用状況について報告させなければならない。

５ 外国の地方公共団体の機関等に対する公文書については、第１

項本文の規定にかかわらず、当該公文書の発信者が署名すること

により同項本文の規定による公印の押印に代えることができる。

（電子署名）

第27条 電子公文書で施行する公文書であって、電子署名及び認証

業務に関する法律（平成12年法律第102号）第２条第１項に規定

する電子署名（「以下この条において電子署名」という。）を要する

ものは、浄書後に公印の押印に代えて、電子署名の付与を受けなけ

ればならない。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（経由印）

第28条 出先機関を経由する公文書のうち副申又は添書を要しない

ものは、当該文書の余白に別記第５号様式による経由印を押して

施行することができる。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

第３節 収受及び発送

（収受）

第29条 文書管理主任は、封かんのまま配布された文書を開封し、

その余白に収受日付印を押印しなければならない。

２ 文書管理主任は、配布された文書を収受し、文書情報システムに

収受の登録をしなければならない。ただし、定期刊行物、パンフレ

ット、挨拶状その他軽易なもの及び文書管理者が文書情報システ

ムへの収受の登録以外の方法により処理することが適当であると

認めるものについては、この限りでない。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（収受未処理文書の処理）

第30条 前条に規定する収受の手続を経ていない文書は、速やかに

文書管理主任に回付し、その手続を経なければならない。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】
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（電子公文書の取扱い）

第31条 職員は、電子的方式により受信した文書のうち公文書とし

て取得すべきものについて、文書情報システムに収受の登録をし

なければならない。ただし、定期刊行物、パンフレット、挨拶状そ

の他軽易なもの及び文書管理者が文書情報システムへの収受の登

録以外の方法により処理することが適当であると認めるものにつ

いては、この限りでない。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（文書の移送）

第32条 職員は、取得した文書が他の所属の所掌に係るものである

ことが判明したときは、速やかに当該所属の文書管理主任に移送

しなければならない。ただし、移送先が不明である場合は、総務部

管財課の文書管理主任に移送しなければならない。

（文書の移送）

第13条 職員は、本局において取得した文書がその課の所掌に属し

ないと認められるときは、当該文書を課相互で授受することなく、

直ちに教育政策課長に移送しなければならない。

（文書の移送）

第６条 学校の職員は、取得した文書が他の所属又は学校の所掌に

係るものであることが判明したときは、速やかに当該所属又は学

校の文書管理主任に移送しなければならない。

（電子的方式による発信）

第33条 電子的方式による公文書の送信は、担当者が、電子計算機

又はファクシミリ装置を利用して行うものとする。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（発送済公文書の処理）

第34条 起案者は、第15条第１項に規定するところにより起案し

た公文書を決裁後に発送したときは、文書情報システムに発送年

月日の登録をしなければならない。

２ 起案者は、第15条第２項第１号に規定するところにより起案し

た公文書を決裁後に発送したときは、当該起案文書に発送年月日

を記入しなければならない。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（委任）

第35条 この節に定めるもののほか、文書の収受及び発送に関し必

要な事項は、別に定める。

【例とせず】

※17条第１項に同内容の条文を規定している。

【例とせず】

※第９条で例によることとされる教委規程第17条第１項に同内容

の条文を規定している。

第５章 整理

（職員の整理義務）

第36条 職員は、この章の定めるところに従い、次に掲げる整理を

行わなければならない。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】
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(１) 作成し、又は取得した公文書について分類し、名称を付する

とともに、保存期間及び保存期間の満了する日を設定するこ

と。

(２) 相互に密接な関連を有する公文書を一の集合物にまとめ

て、公文書ファイルとすること。

(３) 前号の公文書ファイルについて分類し、名称を付するとと

もに、保存期間及び保存期間の満了する日を設定すること。

（分類及び名称）

第37条 公文書ファイル等は、当該所属の事務及び事業の性質、内

容等に応じて系統的（３段階又は４段階の階層構造とする。）に分

類し、分かりやすい名称を付さなければならない。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（保存期間）

第38条 文書管理者は、別表第２に定めるところに基づき、文書分

類表を定め、文書情報システムに登録しなければならない。

２ 第36条第１号の保存期間の設定については、原則として、次の

各号に掲げるいずれかによるものとし、前項の文書分類表に従い、

行うものとする。

(１) 30年

(２) 10年

(３) ５年

(４) １年

(５) １年未満（第５項に規定するものに限る。）

(６) 常用（随時、追記又は更新をされる台帳、例規集等の業務に

常時利用するものとして継続的に保存すべきものに限る。）

３ 第36条第１号の保存期間の設定及び第１項の文書分類表におい

ては、歴史公文書等（条例第２条第３項に規定する歴史公文書等を

いう。以下同じ。）に該当するとされた公文書にあっては、１年以

上の保存期間を定めるものとする。

４ 第36条第１号の保存期間の設定及び第１項の文書分類表におい

ては、歴史公文書等に該当しないものであっても、県政が適正かつ

効率的に運営され、県民に説明する責務が全うされるよう、意思決

定過程並びに事務及び事業の実績の合理的な跡付け又は検証に必

【第18条により例としている。】

（公文書の保存期間）

第７条 文書管理者は、別表に定めるところに基づき、文書分類表を

定め、これに従い保存期間の設定を行い、文書情報システムに登録

しなければならない。ただし、同表に定めのないものにあっては、

教育委員会規程第18条の規定によりその例によることとされる高

知県公文書管理規程（令和元年11月高知県訓令第３号）別表第２

に定めるところの例による。

※知事訓令第38条の規定は、第９条により例としている。
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要となる公文書については、原則として１年以上の保存期間を定

めるものとする。

５ 第36条第１号の保存期間の設定においては、次に掲げる文書に

ついては、前２項の規定に該当するものを除き、保存期間を１年未

満とすることができる。

(１) 別途、正本又は原本が管理されている公文書の写し

(２) 定型的又は日常的な業務連絡、日程表等

(３) 出版物又は公表物を編集した文書

(４) 知事部局の所掌事務に関する事実関係の問い合わせへの応

答

(５) 明白な誤り等の客観的な正確性の観点から利用に適さなく

なった文書

(６) 意思決定の途中段階で作成したもので、当該意思決定に与

える影響がないものとして、長期間の保存を要しないと判断

される文書

６ 第36条第１号の保存期間の設定においては、通常は１年未満の

保存期間を設定する類型の公文書であっても、重要又は異例な事

項に関する情報を含む場合等は、合理的な跡付け又は検証に必要

となる公文書については、１年以上の保存期間を設定するものと

する。

７ 第36条第１号の保存期間の起算日は、公文書を作成し、又は取

得した日（以下この条において「文書作成取得日」という。）の属

する年度の翌年度の４月１日とする。ただし、次の各号に掲げる公

文書については、それぞれ当該各号に定める日を起算日とするほ

か、文書作成取得日から１年以内の日であって４月１日以外の日

を起算日とすることが公文書の適切な管理に資すると文書管理者

が認める場合にあっては、その日とする。

(１) 法規公文書、出勤簿等で編さんが暦年によるもの 当該公

文書を作成し、又は取得した日の属する年の翌年の１月１日

(２) 歳入又は歳出に係る公文書 当該歳入又は歳出の属する会

計年度の翌会計年度の６月１日
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８ 第36条第３号の保存期間は、公文書ファイルにまとめられた公

文書の保存期間とする。

９ 第36条第３号の保存期間の起算日は、公文書を公文書ファイル

にまとめた日のうち最も早い日（以下この項において「ファイル作

成日」という。）の属する年度の翌年度の４月１日とする。ただし、

ファイル作成日から１年以内の日であって４月１日以外の日を起

算日とすることが公文書の適切な管理に資すると文書管理者が認

める場合にあっては、その日とする。

10 第７項及び前項の規定は、次に掲げる公文書及び当該公文書が

まとめられた公文書ファイルについては、適用しない。ただし、第

２号に規定する複数年度が５年を超える場合は、当該公文書又は

公文書ファイルの文書管理者は、副総括文書管理者の同意を得な

ければならない。

(１) 文書作成取得日においては不確定である期間を保存期間と

する公文書及び当該公文書がまとめられた公文書ファイル

(２) 文書作成取得日において複数年度にわたることが予定され

ている事務事業、計画等に係るものであって、当該複数年度の

最終年度の翌年度の４月１日から起算して１年以内の日を保

存期間の起算日とすることが公文書の適切な管理に資すると

文書管理者が認めた公文書及び当該公文書がまとめられた公

文書ファイル

第６章 保存

（公文書の保存）

第39条 文書管理者は、公文書ファイル等について、当該公文書フ

ァイル等の保存期間の満了する日までの間、適切に保存しなけれ

ばならない。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（事務室における保存）

第40条 公文書ファイル等（文書情報システムに保管された電子公

文書を除く。）は、保存期間の起算の日から１年間各所属において

保存するものとする。ただし、出先機関にあっては、原則として保

存期間が満了する日までの間、当該出先機関において保存するも

のとする。

（事務室における保存）

第14条 公文書ファイル等（文書情報システムに保管された電子公

文書を除く。）は、保存期間の起算の日から保存期間の満了する日

までの間、各所属において保存するものとする。

（学校における保存）

第８条 公文書ファイル等（文書情報システムに保管された電子公

文書を除く。）は、保存期間の起算の日から保存期間の満了する日

までの間、各学校において保存するものとする。
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（公文書の管理）

第15条 公文書ファイル等（電子公文書を除く。）は、書庫に分類

し、及び整備しておくとともに、虫害、湿気、盗難、火災等のため

損傷し、又は滅失することのないように管理しなければならない。

２ 文書情報システムに保管された電子公文書は文書情報システム

により保存するものとし、その他の電磁記録（前条の規定による保

存期間を経過したものに限る。）は教育長が別に定める方法により

整理及び保存をするものとする。

【第９条により例としている。】

（保存方法）

第41条 前条本文の規定による保存期間を経過した公文書ファイル

等（電磁的記録を除く。）は、保存年限（保存期間の満了する日の

属する会計年度又は暦年をいう。）別に整理し、別に定める保存箱

に収納して保存するものとする。

２ 文書情報システムに保管された電子公文書は当該保管されたこ

とにより総務部文書情報課（以下「文書情報課」という。）へ引き

継いで文書情報システムにより保存するものとし、その他の電磁

的記録（前条本文の規定による保存期間を経過したものに限る。）

は別に定める方法により整理及び保存をするものとする。

【例とせず】 【例とせず】

（本庁における集中管理）

第42条 本庁において第40条本文の規定による保存期間を経過し

た公文書ファイル等（電子公文書を除く。以下この条から第44条

までにおいて同じ。）は、別記第６号様式による保存公文書引継ぎ

書により、文書情報課へ引き継がなければならない。

２ 機密公文書その他事務処理上特に必要な公文書ファイル等は、

前項の規定にかかわらず、その必要とする期間に限り、主務課で保

管することができる。

３ 文書管理者は、前項の必要とする期間を経過したときは、直ちに

当該公文書ファイル等を文書情報課へ引き継がなければならな

い。

【例とせず】 【例とせず】

（公文書館における集中管理）

第43条 副総括文書管理者は、前条の規定により引き継がれた公文

書ファイル等のうち、保存期間が30年以上のものについては、公

【例とせず】 【例とせず】
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文書館長へ引き継がなければならない。

２ 前項に定めるもののほか、副総括文書管理者は、前条の規定によ

り引き継がれた公文書ファイル等のうち歴史公文書等に該当する

と認めるものについて、公文書館長と協議の上、公文書館長へ引き

継ぐことができる。この場合において、副総括文書管理者は、当該

公文書ファイル等の主務課に対して、公文書館長へ引き継いだ旨

を通知するものとする。

（集中管理公文書の管理）

第44条 副総括文書管理者又は公文書館長は、前２条の規定により

引き継がれた公文書ファイル等（次条において「集中管理公文書」

という。）をいつでも閲覧することができるよう書庫の分類及び整

理をしておくとともに、虫害、湿気、盗難又は火災のため損傷し、

又は滅失することのないよう注意しなければならない。

【例とせず】 【例とせず】

（集中管理公文書の貸出し等）

第45条 集中管理公文書を借り受けようとする職員は、別記第７号

様式による公文書貸出し簿に記入し、集中管理公文書の文書管理

者の承認を受けなければならない。

２ 集中管理公文書の貸出し期間は、貸出しの日から15日以内とす

る。ただし、必要な範囲で、その期間を延長することができる。

３ 集中管理公文書を閲覧する職員は、次に掲げる事項を守らなけ

ればならない。

(１) 他の者に転貸しないこと。

(２) 抜取り、取替え又は訂正をしないこと。

(３) 破損し、汚損し、又は紛失したときは、直ちに副総括文書

管理者に報告し、その指示を受けること。

(４) 庁外に持ち出さないこと。

【例とせず】 【例とせず】

第７章 公文書ファイル管理簿

（公文書ファイル管理簿の調製及び公表）

第46条 総括文書管理者は、知事部局の公文書ファイル管理簿につ

いて、高知県公文書等の管理に関する条例施行規則（令和元年高知

県規則第36号。以下「施行規則」という。）第５条の規定により、

文書情報システムをもって調製するものとする。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】
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２ 公文書ファイル管理簿は、県民室に備えて一般の閲覧に供する

とともに、インターネットで公表しなければならない。

（公文書ファイル管理簿への記載）

第47条 文書管理者は、少なくとも毎年度１回、管理する公文書フ

ァイル等（保存期間が１年以上のものに限る。）の現況について、

施行規則第５条第１項各号に掲げる事項を公文書ファイル管理簿

に記載しなければならない。

２ 前項の記載に当たっては、高知県情報公開条例（平成２年高知県

条例第１号）第７条に規定する非開示情報に該当する場合には、当

該非開示情報を明示しないようにしなければならない。

３ 文書管理者は、保存期間が満了した公文書ファイル等について、

公文書館に移管し、又は廃棄した場合は、当該公文書ファイル等に

関する公文書ファイル管理簿の記載を削除するとともに、その名

称、移管日又は廃棄日等について、総括文書管理者が調製した移

管・廃棄簿に記載しなければならない。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

第８章 移管、廃棄又は保存期間の延長

（保存期間が満了したときの措置）

第48条 文書管理者は、公文書ファイル等について、別表第２に定

めるところに基づき、保存期間の満了前のできる限り早い時期に、

条例第９条第５項の保存期間が満了したときの措置を定めなけれ

ばならない。

２ 前条第１項の公文書ファイル等については、公文書ファイル管

理簿への記載により、前項の措置を定めるものとする。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（移管又は廃棄）

第49条 文書管理者は、総括文書管理者の指示に従い、保存期間が

満了した公文書ファイル等について、前条第１項の規定による定

めに基づき公文書館に移管し、又は廃棄しなければならない。

２ 文書管理者は、前項の規定により、保存期間が満了した公文書フ

ァイル等を公文書館に移管し、又は廃棄しようとするときは、公文

書館に移管し、又は廃棄しようとする日の60日以上前に公文書館

長に協議しなければならない。

３ 文書管理者は、前項の協議において、前条第１項の規定により定

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】
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めた公文書ファイル等の保存期間が満了したときの措置を変更し

た場合は、当該措置に係る公文書ファイル管理簿の記載を修正し

なければならない。

４ 文書管理者は、第１項の規定により移管する公文書ファイル等

に、条例第16条第１項第１号に掲げる場合に該当するものとして

公文書館において利用の制限を行うことが適切であると認める場

合には、総括文書管理者の同意を得た上で、公文書館長に意見を提

出しなければならない。その場合には、利用制限を行うべき箇所及

びその理由について、具体的に記載するものとする。

５ 総括文書管理者は、条例第12条第３項の規定に基づき公文書館

長から公文書ファイル等について廃棄の措置をとらないように求

められた場合には、必要な措置を講じるものとする。

（保存期間の延長）

第50条 文書管理者は、施行規則第４条第１項各号に掲げる場合に

は、同項に定めるところにより、保存期間及び保存期間の満了する

日を延長しなければならない。

２ 文書管理者は、施行規則第４条第２項に規定する場合には、職務

の遂行上必要な限度において、30年以内の期間を定めて、公文書

ファイル等の保存期間を延長することができる。ただし、副総括文

書管理者の同意を得た場合は、30年を超えて定めることができ

る。

３ 文書管理者は、施行規則第４条各項の規定に基づき、保存期間及

び保存期間の満了する日を延長した場合は、施行規則第５条第１

項第12号の規定により、公文書ファイル管理簿の記載を修正しな

ければならない。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（廃棄公文書の処置）

第51条 文書管理者は、廃棄をしようとする公文書ファイル等（電

磁的記録を除く。）に印影その他転用のおそれのあるものが記載さ

れているときは、焼却又は裁断をしなければならない。

２ 電磁的記録（文書情報システムにより作成した電子公文書を除

く。）は、別に定める方法により廃棄をしなければならない。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】
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第９章 点検及び監査並びに管理状況の報告等

（点検及び監査）

第52条 文書管理者は、自ら管理責任を有する公文書の管理状況に

ついて、少なくとも毎年度１回、点検を行い、その結果を総括文書

管理者に報告しなければならない。

２ 監査責任者は、公文書の管理状況について、少なくとも毎年度１

回、監査を行い、その結果を総括文書管理者に報告しなければなら

ない。

３ 総括文書管理者は、点検又は監査の結果等を踏まえ、公文書の管

理について必要な措置を講じるものとする。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（紛失等への対応）

第53条 文書管理者は、公文書ファイル等の紛失又は誤廃棄が明ら

かとなった場合は、直ちに総括文書管理者に報告しなければなら

ない。

２ 総括文書管理者は、前項の報告を受けたときは、速やかに被害の

拡大防止等のために必要な措置を講じるものとする。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（管理状況の報告等）

第54条 文書管理者は、毎年度、施行規則第８条各号に掲げる公文

書の管理の状況について、総括文書管理者に報告しなければなら

ない。

２ 文書情報課長は、前項の報告及び条例第13条第１項の規定によ

る知事部局以外の実施機関からの報告を取りまとめ、その概要を

インターネットにより公表しなければならない。

（管理状況の報告等）

第16条 文書管理者は、毎年度、高知県公文書等の管理に関する条

例施行規則（令和元年高知県規則第36号）第８条各号に掲げる公

文書の管理の状況について、総括文書管理者に報告しなければな

らない。

２ 総括文書管理者は、前項の報告を受けたときは、当該報告を取り

まとめ、条例第13条第1項の規定により、教育委員会における公

文書の管理の状況について、知事に報告しなければならない。

【第９条により例としている。】

第10章 研修

（研修の実施）

第55条 総括文書管理者は、職員に対し、公文書の管理を適正かつ

効果的に行うために必要な知識及び技能を習得させ、又は向上さ

せるために必要な研修を行うものとする。また、総括文書管理者

は、各職員が少なくとも毎年度１回、研修を受けられる環境を提供

しなければならない。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】
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（研修への参加）

第56条 文書管理者は、総括文書管理者及び公文書館その他の機関

が実施する研修に職員を積極的に参加させなければならない。ま

た、職員は、適切な時期に研修を受講しなければならない。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

第11章 補則

（委任）

第57条 この規程の施行に関し必要な事項は、総括文書管理者が別

に定める。

（委任）

第17条 この規程に定めるもののほか、文書の収受及び発送に関し

必要な事項は、教育長が別に定める。

２ この規程の施行に関し必要な事項は、総括文書管理者が別に定

める。

【第９条により例としている。】

（高知県公文書管理規程の準用）

第18条 第２条から前条までに定めるもののほか、教育委員会にお

ける公文書の管理に関し必要な事項については、高知県公文書管

理規程（令和元年11月高知県訓令第３号）の規定（同令第１条か

ら第８条まで、第18条、第20条第２項及び第３項、第21条、第

26条第１項、第32条、第35条、第40条から第45条まで、第54

条並びに第57条並びに附則第６項並びに別記第２号様式、別記第

６号様式及び別記第７号様式を除く。）の例による。

【第９条により例としている。】

（教育委員会規程の準用）

第９条 第２条から前条までに定めるもののほか、学校における公

文書の管理に関し必要な事項については、教育委員会規程の規定

（教育委員会規程第９条から第11条まで、第13条及び第14条を

除く。）の例による。

（県立学校における公文書の管理）

第19条 県立学校における公文書の管理に関し必要な事項について

は、教育長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この訓令は、令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令の規定（次項から附則第７項までの規定を除く。）は、

この訓令の施行の日（以下「施行日」という。）以後に作成し、又

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】
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は取得した公文書について適用するものとし、施行日前に作成し、

又は取得した公文書（以下「施行日前公文書」という。）の管理に

ついては、条例第１条の目的及びこの訓令による改正前の高知県

公文書規程の規定を踏まえ、この訓令の規定に準じて管理するも

のとする。

３ 施行日において、知事部局が保有する永年又は30年以上の保存

期間が定められている施行日前公文書は、保存期間が30年として

定められていたものとみなす。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

４ 前項の規定により保存期間が30年として定められていたとみな

される施行日前公文書であって、施行日の前日までに保存期間が

満了しているとみなされる施行日前公文書については、保存期間

が施行日の前日まで延長されているものとみなす。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

５ 前２項の規定により施行日の前日に保存期間が満了した施行日

前公文書について、第50条第２項の規定に準じて保存期間を延長

する場合は、当該施行日前公文書の保存期間を10年延長したもの

とし、令和12年３月31日に保存期間が満了するものとみなす。

ただし、当該保存期間を延長する時点において、文書管理者が別の

延長する期間を定めた場合は、この限りでない。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

６ 本庁の文書管理者は、第42条第１項又は第３項の規定に準じて、

施行日前公文書を文書情報課へ引き継ぐときは、遅滞なく当該施

行日前公文書を公文書ファイル管理簿に記載するものとする。

【例とせず】

７ 文書管理者は、施行日以後に保存期間が満了する施行日前公文

書について、第50条各項の規定に準じて当該施行日前公文書の保

存期間を延長する場合であって、当該施行日前公文書の通算の保

存期間が30年を超えるときは、遅滞なく当該施行日前公文書を公

文書ファイル管理簿に記載するよう努めるものとする。

【第18条により例としている。】 【第９条により例としている。】

（高知県教育委員会事務局及び教育機関処務規程の一部改正）

２ 高知県教育委員会事務局及び教育機関処務規程（平成14年３月

高知県教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

目次中「第１節 公文書（第８条－第13条）」を「第１節 削

除」に改める。

第３章第１節を次のように改める。

（経過措置）

２ 当分の間、文書情報システムの利用に替わり、公文書を適正に管

理することができる他の方法を利用することができる。
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第１節 削除

第８条から第13条まで 削除

第24条の見出し中「取扱い」を「服務」に改め、同条中「公文

書の取扱い及び」を削る。

別表を削る。

別記様式を削る。
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別表第２（第38条、第48条関係）

作成し、又は取得した公文書の保存期間の設定については、(１)により行うものとし、個別の

公文書ファイル等の保存期間満了時の措置の判断については、(１)から(５)までに従って行い、

いずれかにおいて移管と判断される場合には移管するものとする。

また、ⅠからⅤまでのいずれかに該当する文書は、歴史公文書等に当たり、保存期間満了後に

は公文書館に移管するものとする。

(１) 業務単位での公文書の保存期間区分及び保存期間満了時の措置

Ⅰ 実施機関の組織及び機能並びに政策の検討過程、決定、実施及び実績に関する重要な情報

が記録された文書

Ⅱ 県民の権利及び義務に関する重要な情報が記録された文書

Ⅲ 県民を取り巻く社会環境、自然環境等に関する重要な情報が記録された文書

Ⅳ 県の歴史、文化、学術、事件等に関する重要な情報が記録された文書

Ⅴ ⅠからⅣまでに掲げるもののほか、歴史資料として重要な情報が記録された公文書その他

の文書

区分 公文書の内容又は形式の別
保存

期間
保存期間満了時の措置

条例等の制定又は改廃及びその経緯

１ 条例、規則、

訓令、通達等

の例規に関す

る公文書

条例及び規則の制定又は改廃及びその

経緯に関するもの

30年 移管

訓令、公示、要綱、通達

及び依命通達の制定又は

改廃及びその経緯に関す

るもの

特に重要な

もの

30年 次のものは、移管

ア 県行政に関する重要

な訓令、通達及び告示

に関するもの

イ 県行政又は県民生活

に顕著な効果又は影響

を与えた要綱及び要領

等の制定又は大きな改

正に関するもの

重要なもの 10年

その他 ５年

法令の施行に伴う通知等

に関するもの

重要なもの 10年 次のものは、移管

県行政に関する重要な

通知に関するものその他 ５年

公報に関するもの 法務課及び

公文書館で

保存するも

の

30年 次のものは、移管

公文書館で保存するも

の

２ 県の各種制度 行政組織の新設又は改廃 特に重要な 30年 次のものは、移管

参考資料３高知県公文書管理規程（抄）

34



及び行政組織

の新設又は改

廃に関する公

文書

及びその経緯に関するも

の

もの 県の行政組織の新設又

は改廃及び職務権限に関

するもの重要なもの 10年

その他 ５年

恩給、退隠料及び退職手当に関するも

の

30年 移管

給料、諸手当及び旅費に

関するもの

特に重要な

もの

30年 次のものは、移管

給与の変遷に関するも

の

重要なもの 10年

その他 ５年

議会、庁議及び県と市町村等の長とで構成される会議等（これらに準ずるものを含む。）の決

定又は了解及びその経緯

３ 議会、各種委

員会、主要会

議等の審議経

過及び結果に

関する公文書

県議会提出議案、県議会議決書及び会

議録に関するもの

30年 移管

諸会議に関するもの 特に重要な

もの

30年 次のものは、移管

県の主要な施策の実施

に関するもの（庁議等に

関するものは、主務課の

ものを移管）

重要なもの 10年

その他 ５年

複数の実施機関による申合せ及び他の実施機関又は市町村等に対して示す基準の設定及びその

経緯

４ 市町村の廃置

分合等に関す

る公文書

市町村の廃置、分合、名称、地籍及び

区域に関するもの

30年 移管

県議会及び市町村議会における議決に

関するもの

30年 移管

附属機関における諮問及び答申に関す

るもの

30年 移管

請願、陳情、要望その他

調査に関するもの

特に重要な

もの

30年 次のものは、移管

住民等からの請願、陳

情、要望、その他調査に
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重要なもの 10年 関するもので、その後の

県の施策に大きな影響の

あったものその他 ５年

５ 地方自治制度

に関する公文

書

市町村に係る地方自治の

基本的事項及び地方自治

法等に関するもの

特に重要な

もの

30年 次のものは、移管

市町村に係る地方自治

の基本的事項及び組織、

運営等を定めた地方自治

法及び地方自治法施行令

（昭和22年政令第16号）

の一部改正に関するもの

重要なもの 10年

その他 ５年

市町村に係る公務員関

係、財政運営等の制度に

関するもの

特に重要な

もの

30年 次のものは、移管

ア 市町村に係る公務員

関係、財政運営、公営

企業関係等の制度に関

するもの

イ 一部事務組合の設

置、重要な変更等に関

するもの

重要なもの 10年

その他 ５年

市町村の事務事業に関す

る基準等に関するもの

特に重要な

もの

30年 次のものは、移管

市町村の事務事業に関

して県が示した基準等に

関するもので重要なもの重要なもの 10年

その他 ５年

個人又は法人の権利義務の得喪及びその経緯

６ 許認可、免

許、承認等に

関する公文書

認可、許可、免許、登録

及び認定に関するもの

（当該認可等の効力が消

滅する日に係る特定日を

起算日とする。）

特に重要な

もの

30年 次のものは、移管

ア 県民生活に少なから

ず影響を及ぼす可能性

のある許認可等に関す

るもの（軽易な内容の

ものを除く。）

イ 許認可等に関する台

帳等

ウ 各種免許に係る試験

に関するもの

エ 各種団体等に係る重

要な内容に関するもの

重要なもの 10年

その他 ５年

その他のう １年 廃棄
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ち軽易なも

の

７ 指導、検査等

に関する公文

書

指導、検査等に関するもの ５年 次のものは、移管

ア 指導検査等に関する

基準、検査マニュアル

等に関するもの

イ 法令等に基づく医療

機関、事業所、組合等

の指導及び検査に関す

るもので、事業執行等

で特に重要な問題があ

ったもの

ウ 国庫補助等に関する

会計検査において、事

業執行等で特に重大な

問題があったもの

会計検査院の検査に関するもの ５年

監査委員の監査に関するもの ５年

会計管理局の事務指導に関するもの ５年

その他事務指導監査等に関するもの ５年

市町村等の監査等に関す

るもの

特に重要な

もの

10年 次のものは、移管

事業執行等で特に重大

な問題があったもの

重要なもの ５年

その他 １年 廃棄

個人又は団体に対する指

導、検査、監査等に関す

るもの

特に重要な

もの

10年 次のものは、移管

事業執行等で特に重大

な問題があったもの

重要なもの ５年

その他 １年 廃棄

８ 行政手続、争

訟（訴訟、土

地収用裁決、

不服申立て等

をいう。）に

関する公文書

行政手続法（平成５年法律第88号）又

は高知県行政手続条例（平成７年高知

県条例第45号）による審査基準、処分

基準、行政指導指針及び標準処理期間

の立案に関するもの

30年 移管

訴訟等に関するもの（訴

訟等が終結する日に係る

特定日を起算日とす

る。）

重要なもの 30年 次のものは、移管

県が一方の当事者とし

て発生した訴訟に関する

次のようなもので、その

後の県の政策等に影響を

与えたもの

その他 ５年

不服申立てに関するもの（裁決、決定 ５年
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その他の処分がされる日に係る特定日

を起算日とする。）

(ア) 行政不服審査に

関するもの

(イ) 訴訟に関するも

の

(ウ) その他の紛争解

決方法の実施等に関

するもの

職員の人事等に関する事項

９ 職員の人事等

に関する公文

書

常勤職員の任免、分限及び懲戒に関す

るもの

30年 移管

会計年度任用職員の任免に関するもの ５年 廃棄

特別職非常勤職員の任命

に関するもの

法令又は条

例に基づく

委員

30年 移管

その他の委

員

５年 廃棄

常勤職員及び法令又は条例に基づく委

員の履歴に関するもの

30年 移管

職員の出張、特殊勤務、時間外勤務等

の命令に関するもの

５年 廃棄

職員の服務、教養及び研

修並びに福利厚生等に関

するもの

特に重要な

もの

10年 廃棄

重要なもの ５年 廃棄

その他 １年 廃棄

その他の事項

10 予算、決算及

び収支等財政

状況に関する

公文書

予算書及び決算書 総務部財政

課及び会計

管理局で各

１部保存す

るもの

30年 移管

その他 ５年 廃棄
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収入及び支出に関するも

の

証拠書類 ５年 廃棄

その他 １年 廃棄

県及び市町村の財政に関

するもの

重要なもの 10年 移管

その他 ５年 廃棄

11 県の計画等に

関する公文書

県の基本計画に関するもの 30年 移管

県行政及び事業に関する

計画及び方針の策定及び

その経緯に関するもの

特に重要な

もの

30年 次のものは、移管

ア 計画の策定又は改訂

に関する最終的な決裁

文書及び計画書（冊

子、 ＰＲ版 等を含

む。）に関するもの

イ 計画の策定までのプ

ロセスに関するもの

ウ 県民からの計画案に

対する意見等を記録し

たもの

エ 計画等の評価に関す

るもの

重要なもの 10年

その他 ５年

12 各種施策及び

事業の実施に

関する公文書

各種施策及び事業の実施

に関するもの

特に重要な

もの

30年 移管

重要なもの 10年 次のものは、移管

県が実施した各種施策

で、顕著な効果をもたら

し、又は話題性に富んだ

施策で次のようなもの

(ア) 基本構想、基本

計画及び実施計画等

に関するもの

(イ) 事業の実施に関

連する各種調査の結

果に関するもの

(ウ) 事業の実施に当

たり必要となった各

種許認可手続に関す

るもの

その他 ５年

契約書、覚書等に関する 特に重要な 30年 次のものは、移管
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もの もの 各種施策及び事業の実

施に関連して、国、他の

地方公共団体及び民間そ

の他と締結した協定書等

重要なもの 10年

その他 ５年

県行政の推進のための啓

発、指導等に関するもの

特に重要な

もの

10年 次のものは、移管

県行政又は県民生活に

顕著な効果をもたらし、

又は話題性に富んだ内容

のもの

重要なもの ５年 廃棄

その他 １年 廃棄

13 公共事業の実

施に関する公

文書

施設の設計、工事等の施

行等に関するもの（当該

事業終了の日に係る特定

日を起算日とする。）

特に重要な

もの

30年 次のものは、移管

県が実施した公共施設

等の整備で、顕著な効果

をもたらし、又は話題性

に富んだ施設に関するも

ので次のようなもの

(ア) 基本構想（調査

設計を含む。）、基

本計画及び実施計画

等に関するもの

(イ) 事業の実施に関

連する各種調査（地

質、電波障害、日照

等の調査をいう。）

の結果に関するもの

(ウ) 事業の実施に当

たり必要となった各

種許認可手続に関す

るもの

(エ) 事業の実施に関

する住民説明会等の

記録に関するもの

(オ) 事業の評価に関

するもの

重要なもの 10年

その他 ５年

14 叙位、叙勲、

褒章、表彰等

に関する公文

皇室に関するもの（行幸啓を含む。） 30年 移管

庁中儀式等に関するもの 30年 移管
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書

褒章、位階勳等に関するもの 30年 移管

県政功労者表彰に関するもの 30年 移管

特定の業績に対する表彰等に関するも

の

10年 次のものは、移管

顕著な効果をもたら

し、又は話題性に富んだ

業績に関するもの

15 審議会等の諮

問結果に関す

る公文書

附属機関等による審議経

過及び結果に関するもの

特に重要な

もの

30年 次のものは、移管

法律又は条例の定める

ところにより設置された

審議会等の附属機関及び

要綱、要領等により設置

された協議会等の私的諮

問機関の審議経過及び結

果に関するもので、特に

保存すべきと判断される

内容に関するもの

重要なもの 10年

その他 ５年

16 調査、統計及

び研究に関す

る公文書

県民意識調査等に関する

もの

特に重要な

もの

30年 次のものは、移管

世論調査、県政モニタ

ー等により県民の意識等

が分かる報告書に関する

もの

重要なもの 10年

その他 ５年

統計調査等に関するもの 特に重要な

もの

30年 次のものは、移管

統計に関する報告書に

関するもの（行政刊行物

として刊行されたものを

除く。）

重要なもの 10年

その他 ５年

調査研究等に関するもの 特に重要な

もの

30年 次のものは、移管

調査及び研究に関する

報告書に関するもの（行

政刊行物として刊行され

たものを除く。）

重要なもの 10年

その他 ５年

17 選挙に関する

公文書

県内で行われた国政選

挙、最高裁判所裁判官国

重要なもの 10年 移管（県又は市町村の選挙

管理委員会が作成する選挙
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民審査、地方公共団体の

長及び議員の選挙、高知

県海区漁業調整委員会委

員選挙並びに県の公選職

に係る地方自治法上の直

接請求（県議会の解散、

知事又は県議会議員の解

職についての請求等をい

う。）に関するもの

結果調又は記録に係る刊行

物と重複するものを除

く。）

その他 ５年 廃棄

18 知事等に関す

る公文書

知事等の特別職に関わる事務引継に関

するもの

30年 移管

理事及び部局長の事務引継に関するも

の

10年 移管

副部長、課長及び出先機関長の事務引

継に関するもの

５年 廃棄

知事の記者会見等に関す

るもの

重要なもの 10年 次のものは、移管

ア 県の重要な施策に関

するもの

イ 話題性に富んだもの

その他 ５年

県の重要な政策等の広報

に関するもの

重要なもの 10年 次のものは、移管

ア 県の重要な施策に関

するもの

イ 話題性に富んだもの

その他 ５年

19 起債、補助金

及び貸付金に

関する公文書

県債及び県債償還に関するもの 30年 移管（軽易な内容のものを

除く。）

市町村債に関するもの 重要なもの 10年 次のものは、移管

顕著な効果をもたら

し、又は話題性に富んだ

事業に関するもの

その他 ５年

国庫補助金（会計管理局

が所掌するものを除

く。）に関するもの

重要なもの 10年 次のものは、移管

ア 国庫補助又は国庫負

担を受けた県の事業に

ついては、県民生活に

顕著な効果をもたら

し、又は話題性に富ん

だ事業に関するもの

その他 ５年
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イ 国庫補助又は国庫負

担を受けた市町村の事

業については、顕著な

効果をもたらし、又は

話題性に富んだ事業に

関するもの

県単補助金、交付金及び

貸付金に関するもの

重要なもの 10年 次のものは、移管

ア 県が制定した補助金

交付要綱及び実施要領

等で、顕著な効果をも

たらし、又は話題性に

富んだ事業に関するも

の

イ 県単独の補助金又は

国若しくは県から貸付

金を受けた市町村又は

民間その他の事業で、

顕著な効果をもたら

し、又は話題性に富ん

だ事業に関するもの

その他 ５年

20 県有財産の取

得、管理及び

処分に関する

公文書

県有財産の取得、管理及び処分に関す

るもの

30年 次のものは、移管

県有財産の取得、管理

及び処分に関するもの

（軽易な内容のものを除

く。）

その他のもの ５年

21 行政代執行に

関する公文書

行政代執行に関するもの 30年 移管（軽易な内容のものを

除く。）

22 陳情、請願、

要望等に関す

る公文書

陳情、請願処理等に関するもの ５年 次のものは、移管。ただ

し、主務課のものに限る。

ア 県民又は諸団体から

の各種陳情、請願、意

見等に関するもので、

県行政又は県民生活に

顕著な効果をもたら

し、又は話題性に富ん

だ内容のもの

イ 知事等が出席する広

聴集会等により、県民

のニーズ、要望等が分

かるもの

県民からの相談、団体等からの要望等

に関するもの

５年
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ウ 国の施策、制度、予

算等に対する県の要望

等に関するもの（軽易

な内 容のも のを除

く。）

23 政治、社会、

文化又は世相

を反映した公

文書

県内で開催された儀式、

イベント等に関するもの

特に重要な

もの

30年 次のものは、移管

県内で開催された儀

式、イベント行事、会議

等で、全国的な規模のも

の及び主要なもの等に関

するもの

重要なもの 10年

その他 ５年

県内で発生した災害等に

関するもの

特に重要な

もの

30年 次のものは、移管

県内で発生した風水害

等の災害で、県民生活に

顕著な影響を与えたもの

に関するもの

重要なもの 10年

その他 ５年

県内で発生した事件、事

故等に関するもの

特に重要な

もの

30年 次のものは、移管

県内で発生した重大な

事件、事故等に関するも

の重要なもの 10年

その他 ５年

県に関連した海外、県外

等に関するもの

特に重要な

もの

30年 次のものは、移管

ア 国際交流、県民の海

外移住等に関するもの

（軽易な内容のものを

除く。）

イ 県民が関わった海外

又は県外で発生した重

大事故、事件等に関す

るもの

ウ 県が関わった大規模

な災害及び事故等に関

するもの

重要なもの 10年

その他 ５年

24 その他 情報公開及び個人情報保

護に関するもの

重要なもの ５年 廃棄

その他 １年 廃棄
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(２) 政策単位での保存期間満了時の措置

県として記録を共有すべき歴史的に重要な政策事項であって、社会的な影響が大きく県全

体として対応し、その教訓が将来にいかされるような次のものについては、ⅠからＶまでに

照らして、(１)の表において「廃棄」とされているものも含め、原則として移管するものと

する。

① 災害及び事故事件への対処

繁藤災害関連、昭和50・51年台風被害関連、９８'高知豪雨関連、モード・アバンセ

事件関連等

② 県における行政等の新たな仕組みの構築

公文書管理制度の制定、行政手続条例の制定、情報公開条例の制定等

(３) 昭和27年度までに作成し、又は取得された文書

昭和27年度までに作成し、又は取得された文書については、ⅠからＶまでに該当する可能

性が極めて高いことから、原則として移管するものとする。

(４) 特定秘密である情報を記録する公文書

特定秘密である情報を記録する公文書については、特定秘密の保護に関する法律（平成25

年法律第108号）、特定秘密の保護に関する法律施行令（平成26年政令第336号）及び運用基

準を踏まえ、移管又は廃棄の判断を行うものとする。

(５) 注意事項

① 「移管」とされている文書が含まれている公文書ファイル等は、全て移管するものとす

る。

文書の管理等に関するも

の

文書の管理

簿（移管・

廃棄簿、移

管又は廃棄

の協議に係

る文書等）

10年 次のものは、移管

ア 移管・廃棄簿

イ 公文書館が管理する

移管又は廃棄の協議に

係る文書

ウ 特定歴史公文書等の

廃棄に関する記録

前各項に掲げる公文書以

外のもの

30年保存の

必要がある

もの

30年 次のものは、移管

ⅠからⅤまでのいずれ

かに該当するもの

10年保存の

必要がある

もの

10年

５年保存の

必要がある

もの

５年

１年保存の

必要がある

もの

１年
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② (１)の表において「特定日」とは、保存期間が確定することとなる日の属する年度の翌

年度の４月１日（当該確定することとなる日から１年以内の日であって、４月１日以外の

日を特定日とすることが行政文書の適切な管理に資すると文書管理者が認める場合にあっ

ては、その日）をいう。

③ 移管については、当該業務を主管する課等の文書管理者において行うものとする。
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 この条例は、県の諸活動や歴史的事実の記録である公文書等が、健全な民主主義の根幹を
支える県民共有の知的資源として、県民が主体的に利用し得るものであることに鑑み、高知
県立公文書館の設置及び管理に関する事項並びに公文書等の管理に関する基本的事項を定め
ること等により、公文書の適正な管理、歴史公文書等の適切な保存及び利用等を図ることで
県政の透明化を推進し、もって県の有するその諸活動を現在及び将来の県民に説明する責務
が全うされるようにし、県政が適正かつ効率的に運営されるようにすることを目的とする。

○令和元年６月県議会において、高知県公文書等の管理に関する条例
が成立（令和２年４月１日から施行） 
○条例制定に伴い、高知県公文書等の管理に関する条例施行規則が新
たに制定される（令和元年11月制定、令和２年４月１日から施行）。 
○これにより、県全体で公文書の管理に関して統一的な取り決めが制
定されることとなる。

高知県教育委員会公文書管理規程の制定について

経過

 条例第14条による「実施機関は、（略）公文
書の管理に関する定め（公文書管理規程）を設
けなければならない。」とされているため、教
育委員会の公文書管理規定を設ける必要がある。 

第３章 公文書の管理

。

条例概要

目的（第１条）

① 実施機関（知事、議会、行政委員会（教育委員会）等、公営企業管理者、高知県公立大
学法人）
② 公文書（実施機関の職員が職務上作成又は取得し、組織的に用いるものとして、保有し
ている文書）
③ 歴史公文書等（歴史資料として重要な文書）
④ 特定歴史公文書等（公文書館が管理する③）  ⑤ 公文書等（②及び④）

定義（第２条）

第１章 総則

実施機関は、公文書の管理が第８条から第13条までの規定に基づき適正に行われることを確保
するため公文書の管理に関する定めを制定し、公表する。

公文書管理規程（第14条）

職員は、意思決定に至る過程及び事務事業の実績を合理的に跡づけ又は検証できるよう文書を
作成しなければならない。

作成（第８条）

実施機関は、相互に密接な関連を有する公文書をファイルにまとめ、早い時期に公文書館への移管か廃棄
かを定め、適切に保存。

整理（第９条）、保存（第10条）

実施機関は、公文書ファイル等の名称、保存期間、保存期間満了時の措置等を記載した帳簿を作成し、
公表する。

公文書ファイル管理簿（第11条）

実施機関は公文書の管理状況を知事に報告し、知事はその概要を公表する。

管理状況の報告等（第13条）

実施機関は移管廃棄時に知事に協議し、知事は実施機関に対し廃棄しないことを求めることができる。

移管又は廃棄（第12条）

第２章 高知県立公文書館 第４章 特定歴史公文書等の保存、利用等

第６章 雑則／第７章 罰則

第５章 高知県公文書管理委員会（知事の附属機関として設置）
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教
育
委
員
会

知事部局

県立学校

・教育センター 
・幡多青少年の家 
・県立図書館 
・心の教育センター 

・中部教育事務所
・東部教育事務所
・西部教育事務所
・県立青少年センター

本局各課

公文書管理制度の全体像

令和２年度以降（新制度）

高
知
県
公
文
書
等
の
管
理
に
関
す
る
条
例

高
知
県
公
文
書
等
の
管
理
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則

教
育
事
務
所
等

教
育
機
関

現行

公文書規程
（知事訓令）

教育委員会事務局及び教
育機関処務規程

（教育委員会訓令）

校長が定める規程

公文書管理規程
（知事訓令）

県立学校公文書管
理規程

（教育長訓令）

改
正

新 新

全部改正

新

 これまで、高知県の公文書管理について、条例、規則レベルで定められているものはなく、各実施機関が訓令や要綱等で定めていた
が、新たに条例、規則が制定されることにより、県全体で公文書管理のルールが制定され、教育委員会の文書管理の例規もこれに合わ
せて定め直すことが必要となる。

2

大部分は例
によるもの
としている。

教育委員会公文書管理規程
（教育委員会訓令）

処務規定から公文書
管理に関する部分を
抜き出し、新たな訓
令を制定

新
大部分は例
によるもの
としている。

県立学校につい
ては、別途規程
を制定
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高知県教育委員会公文書管理規程の概要

        公表しないこととされている情報が記録された公文書の管理

        保存期間及び移管・廃棄の措置の設定基準

○文書管理者は、少なくとも毎年度１回点検を行わなければならない。

○監査責任者は、少なくとも毎年度１回監査を行い、総括文書管理者に報告

○紛失又は誤廃棄が生じた場合は、総括文書管理者に報告

○保存期間満了時の措置は、別表の歴史公文書等の選別基準に基づき、公文書ファイル管理簿の

記載により定めなければならない。

○公文書館長への協議を行った公文書ファイル等については、当該協議時に公文書ファイル管理

簿を再調製しなければならない。

        公文書の保存

○インターネット及び県民室での公表

○毎年度１回の更新

○記載例、記載に関する留意事項

        職員が毎年度１回研修を受けられる環境を提供

○供覧、起案及び決裁（文書情報システムによる起案の原則、起案文書の修 正及び廃案、再度

の決裁を受けない決裁終了後の決裁文書の修正の禁止）

○文書の施行（浄書及び校合、公印 等）

○収受及び発送

         

総括文書管理者（教育次長）、副総括文書管理者（教育政策課長（県立学校は所管課長））、文

書管理者（課長、所長、館長（県立学校は校長））、文書管理主任（課長補佐、副所長、副館長

など（県立学校は事務長））、監査責任者（教育次長）、職員の責務

知事部局が定める高知県公文書管理規程を概ね例としている。

        目的、用語の定義など１ 総則

２ 管理体制

４ 文書の取扱い

６ 保存

７ 公文書ファイル管理簿

８ 移管、廃棄又は保存期間の延長

９ 点検、監査及び管理状況の報告等

10 研修

11 補則

○文書主義の原則（原則として、経緯も含めた意思決定の過程及び事務事業の実績を合理的に跡

付け、又は検証することができるよう文書を作成）

○打合せ等の記録に係る文書作成（審議会等の議事の記録、政策立案や事業の実施の方針等に影

響を及ぼす打合せ等の記録については、文書を作成する。） 

○適切・効率的な文書の作成

３ 作成

      

○職員の整理義務（系統的な分類・分かりやすい名称、ファイリング、保存 期間の設定、保存

期間満了時の措置の設定） 

○保存期間（30年、10年、５年、１年、１年未満、常用）

○1年未満保存文書の限定列挙

５ 整理

別表

新

改

新

新

新

新

新改

改

改
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教育委員会公文書管理体制（案）

県
立
中
・
高
等
学
校

本
局
各
課

教
育
機
関

教
育
事
務
所
等

総括文書管理者（教育次長（総括））

副総括文書管理者
（教育政策課長）

県
立
特
別
支
援
学
校

副総括文書管理者
（高等学校課長） 副総括文書管理者

（特別支援教育課長）

文書管理主任
補助者※

文書管理者
（各課課長）

文書管理主任
（各課課長補佐）

文書管理主任
補助者※

文書管理主任
（各次長）

文書管理者
（各所長）

文書管理者
（各校長）

文書管理主任
（各事務長）

文書管理者
（各校長）

文書管理主任
（各事務長）

監査責任者
（教育次長）

教育委員会

公文書管理規程に基づく各々の事務に係る管理体制を以下のとおり、教育次長を総括文書管理者とし、適切な文書
管理体制を整備。

文書管理主任
補助者※

文書管理主任
補助者※文書管理主任

補助者※

文書管理者
（各所長又は館長）

文書管理主任
（各次長

 又は副館長）

役割 事務

総括文書管理者 公文書の管理に関する事務の総括

副総括文書管理
者

総括文書管理者の補佐

文書管理者 所管事務に関する文書管理の責任者
（保存、保存期間満了時の措置の設定）

文書管理主任 文書管理者の補佐及び文書の収受発送

文書管理主任
補助者

文書管理者又は文書管理主任の補佐

監査責任者 公文書の管理状況についての監査

【公文書管理体制イメージ】

※文書管理者が指名することができる。

役割 役割

教育政策課
長

課及び出先機関の公文書事務について適
正に処理されるよう指導しなければなら
ない

各課の課長 公文書規程第３条の規程に従って事務が
執り行われるよう所属職員を指導

公文書主任 公文書の配布、収受、保管、廃棄、保管

【現行公文書管理体制】

【新公文書管理体制】

拡充

監査責任者
（教育次長）
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